
事後評価シート
コード 事務事業名 所管部課

事務事業の目的 事業の区分

実施内容、実施方法 根拠法令等

（ ）

活動指標名 活動指標の考え方（定義）

① ①

② ②

成果指標名 成果指標の考え方(定義）

1次 1次

1次 1次

2次 2次

事業費(A)

国庫支出金

都支出金

地方債

その他

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

総コスト(D)=(A)+(C)

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

歳入

6-1-2 社会福祉協議会への補助事業 保健福祉部保健福祉総合調整課

事
務
事
業
の
概
要

社会福祉法第109条の規定に基づく事業を実施する社会福祉法人西東京市社会
福祉協議会の運営費を助成することにより、住民参加による地域福祉活動を促進
し、もって地域社会の福祉水準の向上に資することを目的とする。

職員人件費補助率10/10の外、基本事業（普及宣伝、システムリース料、清掃管理費、
会計経理事務費）、特定事業（ボランティア・市民活動推進事業、福祉行事事業費、緊
急援護費、在宅福祉サービス事業、ふれあいのまちづくり推進事業、チェアーキャブ運
行事業費、地域福祉権利擁護事業費）補助率9/10により補助している。

地方自治法第232条の2、社会福祉法58条1項、
西東京市社会福祉法人に対する助成の手続に
関する条例、社会福祉法人西東京市社会福祉協
議会に対する運営費等補助要綱、（社協の位置
付け）社会福祉法第109条

事業開始時期 実施形態平成 13 年度

評
価
指
標
の
設
定

社協収入に占める補助金の割合 社会福祉協議会の自己財源と補助金

社会福祉協議会の個人会員の数 各年度の実績報告に計上される個人会員の数

社会福祉協議会の団体会員の数

事
務
事
業
デ
ー
タ

単位 15年度 16年度

195,569 170,648

社協個人会員の人数 千円

17年度 18年度

千円

199,767 174,426 195,385 202,199

4,198 3,778 3,400 3,400

191,985 198,799

人 0.17 0.17 0.17 0.17

1,391 1,391

千円 201,173 175,842 196,776 203,590

1,406千円 1,416

37 36 42 #DIV/0!

千円

活動指標①
目標値 ％

実績値 ％ 97.2 86.1 89.4

活動指標②
目標値

実績値

4,938
1次成果指標①

目標値 人

実績値 人 5,460

2次成果指標
目標値

事
業
環
境

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

なし

26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

不明

運営上の制約条件・
外部要因等

東京都社会福祉協議会地域福祉推進委員会による平成18年6月の「提言2006」では、「社協は
地域福祉活動分野において法律や制度でカバーできないインフォーマルなサービスを開発、提
供してきており、それを中核的に進める職員の人件費財源は公費で保障されるべきものと考え
る。」との一節がある。

各年度の実績報告に計上される団体会員の数

1次成果指標②
目標値 団体

4,639

実績値 団体 101 82 70

実績値

直営 委託 補助 その他

総合計画

その他の事務事業

行革項目



コード 事務事業名 所管部課
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評価結果

6-1-2 社会福祉協議会への補助事業 保健福祉部保健福祉総合調整課

①目的の妥
当性

検証項目 選択理由、特記事項等選択基準

②目標の妥
当性

③緊急性

１
目
的
・
目
標

の
適
切
さ

２
市
が
関
与
す

る
必
要
性

①法的義務
性

②規模・方
法の妥当性

②必要性

③民間との
役割分担

①ニーズ

二次評価

３
内
容
の
適
切

さ

４
実
施
手
段
の

適
切
さ

合　計

特定事業については、市や民間が実施している類似の事業もあり、市の補助金による
事業として社会福祉協議会が行うべき事業かどうかの整理・検討を行う必要がある。
会員数の減少については、要因を分析し、協議会のあり方も含めて地域との係わり合
いについて研究されるよう要請されたい。
会員数の減少に伴い、基本事業に係る補助金の削減も検討課題となる。
今後は、さらなる運営コスト削減、自主財源の確保を促すなど、市の支援の範囲も含
め、抜本的な見直しが求められる。

18年度
における
改善点

社会福祉協議会にして、チェアーキャブ運行事業を見直した結果、従来2台運行であった事業を1台削減した
ことにより、当該事業費補助が1台分削減となった。
事業の多寡に関わらず社協内部の人事異動により職員人件費が変動するため、18年度補助が増加した。

①有効性

判断理由、説明等

補助に依存しやす
い体質でコスト削減
の意識が働きにく
い。

総合評価、二次評価記載のとおり、市や民間団体においても類似事業を実施している
ことから、本市においても社会福祉協議会が行うべき事業か否かの検討を要すると思
われる。
一方、社会福祉協議会が市内の地域福祉活動に貢献している点も評価すべきであ
る。
よって、当面は、社会福祉協議会の事業範囲を検討し、同協議会の運営コスト削減、
自主財源の確保などに向け、市の支援範囲について見直しを行うよう調整されたい。

行革本部
評価

　

他の民間団体が実施
しない不採算事業を
担っているが、組織
運営経費の全額を補
助の再検討を要す
る。

②効率性

社会福祉協議会は、社会福祉法第109条に｢社会福祉事業を経営する者及び社会福祉活動を行う者
が参加する組織｣と規定され、法人やＮＰＯ、個人の協議体である。協議会設立当初は、民間活動が現
在のように活発でなく、自力運営が困難であることから、行政が全面的な支援を行った。その後も、一
般の社会福祉法人やＮＰＯでは採算の取りにくい｢公益的な事業｣を担ってきたことから、引き続き財政
支援を続けてきた。
その結果、補助に対する依存割合が増加し、協議会の自立運営を阻害する一因となっていると思われ
る。
行政を補完し、ふれまち事業やボラセンなど、市内全域をカバーする地域福祉活動をってきた実績評
価を加味しつも、補助のあり方について抜本的に見直す必要がある。

総
合
評
価

③独自性

③公平性

３　上位施策と目的が合致しているが、施策に対する貢献度は他の事業と比較して低い

３　市が独自に目標を定量的に設定している

２　目的をある程度達成しているので、実施の有無について検討の余地がある

２　法律・条例での規定はないが、通達や要綱・要領で実施が規定されている

１　希望する一部の市民等以外にあまり関係がないサービスである

１　民間団体が同種のサービスを十分提供し、質または量が上回っている

５　市民（庁内）ニーズに関係なく実施する必要がある

２　事業規模や方法は、他の部門の求めで適宜見直している

４　直接の対象は、特定属性の広く一般の不特定多数の市民または団体である

１　質・水準の改善にはあまり取り組んでいない

１　具体的な計画や目標等に基づいたコスト低減には特に取り組んでいない

５　国・都及び庁内には同種の目的を有する他の事務事業はない

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止


